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小売業におけるミクロ行動と組織間関係

近 藤 公 彦

Ⅰ はじめに

消費者ニーズの多様化 ･個性化,経済の情報化 ･サービス化,あるいは大

店法改正による規制緩和の動きなど,小売業をとりまく環境変化はますます

激 しさを増 している｡こうした変化に適応できない小売商は,規模の大小を

問わず,消費者の支持を失い姿を消していくことになるだろう｡今日の小売

商は激 しい環境変化のなかから事業擁会を鋭 く読みとり,それを事業化する

ために必要な経営資源をすばやく展開するすることによって環境変化にダイ

ナミックに適応 していかなければならない｡ここでは小売商による創造的な

環境適応の資質 ･能力を企業家精神 (entrepreneurship)の視点からとら

えてみたい1)｡ますます激化する競争に生き残れるかどうかは,変化を楼会

として認識 し,積極的な戦略を展開することができる企業家精神をもってい

るかどうかにかかっているといえる｡

しかし他方で,多くの小売商は商店街あるいは小売市場といった商業集積
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に空間的に集中して立地 している｡そこでの個々の小売商の経営成果は商業

集積を 1つの組織単位とする成果にある程度依存することになる｡特定の小

売商が企業家精神を発揮 して環境変化に適応 しようとしても,その成果は商

業集積全体の組織行動とその成果に制約されざるをえないからである｡ した

がって,環境変化に対する適応は個々の小売商というミクロ･レベルととも

に,商業集積というマクロ･レベルにおいても遂行されなければならない｡

この論文では,小売商における企業家精神とその近代化および小売商集団

の組織統合の観点から,小売業におけるミクロ行動と組織間関係を分析 し,

そのあり方をめぐる課題を検討する｡利用されるデータは,岡山県経済同友

会流通委員会および岡山経済研究所の依頼によって設計をおこなった ｢都市

の魅力と小売業のあり方｣に関する調査による2)｡この調査の一部は岡山市

における小売商を対象として平成 5年度に実施されたもので,配布標本数は

1,300票,回収票本数は258票,回収率は19.8%であった｡

Ⅱ 小売商における経営者意識

小売業をとりまく環境の変化が激 しさを増すなかで,中小小売商を対象と

したさまざまな流通政策が実施されてきた｡こうした流通政策において暗黙

のうちに想定されているのは,すべての小売商には本来的に企業家的な意識

が存在 し,政府あるいは行政が適切な政策を実施することによって初期条件

1)マ-ケテイソグあるいは流通における企業家精神概念の適用については,田村正紀

(1981),『大型店問題』千倉書房,169-195ページ;R.Savitt(1987),"Entrepreneurial

BehaviorandMarketingStrategy,"inA.F.Firat,N.Dholakia,and

R.P.Bagozzi,eds,PhilosophicalandRadicalThmightlnMwketing,Lexinton

Books,pp.307-322;野口智雄(1987),『現代小売流通の諸側面』千倉書房,159

-178ページ;石井淳蔵(1989),｢小売商業における企業家行動の条件｣『組織科学』,
Vol.22,No.4,26-34ページ;小川進(1992a),｢小売商の企業家行動と成長機会｣

『国民経済雑誌』第165巻第1号,71-94ページ;同(1992b),｢流通企業成長と経
営者｣『神戸大学経営学部研究年報』第38巻,225-257ページ,などを参照せよ｡

2)もちろん本稿における議論は,筆者の個人的意見であることをお断りしておく｡
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を整えれば,かれらの企業家意識は自然に発現するという点である｡ しかし,

こうした想定ははたして事実にもとづくものであろうか｡諸々の流通政策が

講じられてきたにもかかわらず,それが必ず しも十分な成果をあげていない

現状をみると,すべての小売商に企業家意識が存在するという想定は事実に

反 している可能性がある｡もしそうであるとすれば,誤った前提にもとづい

て策定されてきた従来の流通政策体系は,抜本的な見直しを迫られることに

なる｡

小売商の企業家意識については,田村(1981)の先駆的研究がある3)｡田村

は既存研究の検討から,企業家精神を多元的な経営者意識からなる複合概念

としてとらえている4)｡ここでは田村の研究を踏まえて小売商のもつさまざ

まな経営者意識を,生業志向,地元志向,同族志向,資本家志向,成長志向,

草新志向,および危険負担志向の7つからとりあつかうことにする｡

このうち生業志向,地元志向,および同族志向は企業家精神とは相いれな

い経営者意識であり,非企業家精神ともよびうるものである｡生業志向は企

業家精神の意味するところとはもっとも対極に位置する｡小売事業の最大の

目的が生計を維持するための収入を得ることにあるとき,この意識は生業志

向とよばれる｡生業志向はわが国の小規模零細小売商を特徴づける意識とし

て理解されてきた5)｡また地元志向と同族志向は企業家精神とは異質な側面

をもっている｡小売事業をある特定の地点のみにおいて継続 しようとする志

向が地元志向であるが,地元志向の強い小売商は他の地点での事業機会に的

3)田村正妃(1981),前掲書,169-195ページ｡
4)企業家精神概念については,たとえばJ.A.Shumperter(1926).Theorieder

unrrischafillChenEntM'cklung,2.Åun.,Duncker&Humbolt(塩野谷祐一 ･中山

伊知郎 ･束畑精一訳(1980),『経済発展の理論』岩波書店) ;Ⅰ.M.Kirzner(1973),

Cbmtditim andEuylefwmw shiP,UniversityofChicagoPress(田島義博監訳(1985),
『競争と企業家精神』千倉書房) ;P.H.Wilken(1979),EnirePreneurshiP.･A

C6mtWatiwandHl'siwicalStudy,AlexPublishing,pp.56-75;M.Casson(1982),
TheEntreZweneur,MartinRobertson',P.F.Drucker(1985),Innowtionand
Eu refvew shiP,Harper&Row (小林宏治監訳(1985),『イノベーショソと企業
家精神』ダイヤモソド社),などを参照せよ｡

5)たとえば田村正妃(1981),前掲書,103-124ページ｡
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図 1 経営者意識の測定尺度

まったく あまり ･ どちらとも どちらかといえば まったく
そうでない そうでない いえない その通り その通り

1 2 3 4 5
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表 1 小売商の経営者意識 (単純集計)

(単位 :%,N-250)

同族志向 今の商売は子供につがせるつもりである 30.4 16.4 31.6 9.2 12.4 100.0

資本家志向 従業員を雇用したり店舗を大きくしたりして,顔売を拡大したい 19.2 13.6 15.2 25.6 26.4 100.0

確に対応することができず,また現地点での小売環境変化の リスクを全面的

に負うために事業 リスクを分散することができない｡同族志向は子弟など伺

族の後継者をもって事業を継続 しようとする志向であり,後継者の経営能力

や資質の点で小売事業の継続 ･発展とは必ず しも両立 しない可能性をもって

いる｡

小売商が以上のような7つの経営者意識をどの程度 もっているかを明らか

にするため,それぞれの志向に対する小売商の反応を図 1のような5点尺度

で測定 した｡

表 1は,その結果を示 したものである｡｢まった くその通 り｣と ｢どちら

かといえばその通 り｣との比率を合計 して経営者意識をみると,もっとも高
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図2 経営者意識 (スコア平均)
(N-250)
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いのは草新志向 (71.6%)で,以下,成長志向 (58.8%),資本家志向 (52.

0%),危険負担志向 (41.2%)とつづき,いずれも企業家精神にかかわる志

向が強い｡これに対して企業家精神とは異質な志向である生業志向,地元志

向,同族志向はそれぞれ,26.4%,34.2%,21.6%と相対的に低くなってい

る｡このことは,小売商が全体として企業家精神度の高い積極的な経営者意

識をもっていることをうかがわせるものである｡

この傾向をヨリ明確にみるために,各志向に対する評点のスコア平均を算

出した｡スコア平均は図1の経営者意識の測定尺度 1,2,3,4,5に対

してそれぞれ-2,-1,0, 1,2のスコアをつけ,そのスコアに回答者

数を掛け,その総和を全回答者数で除したものである｡図2はスコア平均の

結果を示 している｡もっとも高いスコアをとっているのが草新志向 (0.88)

であり,成長志向 (0.64),資本家志向 (0.26)がこれにつづく｡一方,マ

イナスのスコアをとっているのは生業志向 (-0.70)と同族志向 (-0.43)

であり,総じて非生業 ･非同族志向が強く,小売商の経営者意識は企業家精

神的要素が強いといえる｡

しかし,企業家精神とは相いれない意識をもつ小売商も少なからず存在す
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図3 経営者意識と性別
(N-250)
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るという事実は,これまでの流通政策体系が想定 してきたようなすべての小

売商における企業家精神の存在を否定するものである｡

経営者意識と回答者 ･店舗属性

小売商の経営者意識が回答者および店舗の属性とどのように関連している

かをみてみよう｡

まず回答者の属性と経営者意識の関連をみると,性別では男性が草新志向,

成長志向,資本家志向,危険負担志向で強く,これに対して女性は生業志向,

地元志向,非同族志向が強い｡総じて男性のほうがヨリ積極的な意識をもっ

ているといえる (図3)｡これを年齢別にみると,年齢が上昇するとともに

比率があがるのは生業志向と地元志向で,逆に資本家志向,成長志向,危険

負担志向は年齢があがるとともに低くなる傾向がある｡年齢が若いほど経営

者意識は高くなり,年齢があがるほど消極的になる傾向がある (図4)｡

店舗属性別に示すと,法人では革新志向,成長志向をはじめとして多くの

積極的な意識を強くもっているのに対して,個人では非同族志向が強いもの
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図4 経営者意識と年齢
(N-250)

生業志向 地元志向 同族志向 資本家志向 成長志向 草新志向 危険負担志向

匠 ∃20-30代 匿 ヨ40-50代 匿圏 60-70代

図5 経営者意識と法人 ･個人
(N-250)
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の,危険負担志向や資本家志向は弱い｡個人に比べて法人の意識はヨリ高い

といえる (図5)｡本支店別では,単独店の場合,地元志向や同族志向が強

く,資本家志向や危険負担志向は弱い｡本店は草新志向,資本家志向,成長
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図6 経営者意識と本店･支店
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志向などで強く,支店ではとくに非生業志向,非地元志向,非同族志向が強

くみられる｡全体として単独店に比べて本店 ･支店はヨリ経営者意識が高い

(図6)｡後継者の有無との関連でみると,後継者がいる場合では草新志向,

非生業志向,成長志向,資本家志向などが強くなり,逆に後継者がいない場

合は同族志向,資本家志向,危険負担志向は弱くなる｡後継者がいると経営

者意識はヨリ積極的になり,いない場合には消極的に傾向がある｡後継者の

有無は経営者意識の高さに大きく影響しているようである (図7)0

経営者意識の構造

ある特定の小売商のもつ経営志向は,先に示した7つの経営者意識のいず

れかに1つにのみ帰属するものではない｡企業家精神それ自体が多元的な複

合概念であるように,特定の小売商もまた複数の経営者意識を同時にあわせ

もっているだろう｡しかし他方で,ある小売商の経営者意識においては生業

志向が大きなウエイ トを占め,別の小売商においては資本家志向がヨリ強く

あらわれることもありうる｡つまり経営者意識の多元性はたがいに相反する
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図7 経営者意識と後継者
(N-250)
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ものではなく,ある志向は別の志向と何らかの関連をもっている可能性があ

る｡ここでは,こうした小売商の経営者意識構造を近代化経路の観点からみ

ていくことにしよう｡

分析の対象を小売経営者とし,それぞれの志向間の相互関係を明らかにす

るために相関分析をおこなった｡その結果を示 したのが蓑2である｡蓑2に

みられるように,多元的な経営者意識変数のあいだにはさまざまな相関関係

がある｡そこで,経営者意識の次元を集約するために国子分析による接近を

試みた｡さきに経営者意識を企業家精神と非企業家精神の2つの下位次元に

分頬 したが,実際にそうした次元が存在するかどうかを検討することがその

目的である｡

蓑3に示されるように,抽出された固有値が1以上の因子は1つであった｡

この因子によって7つの経営者意識変数の総分散の33.8%が要約されている｡

因子分析の結果は小売経営者の意識構造について概念的に想定された2つの

次元を明確にわけることができなかったが,この因子が生業志向と地元志向

についてマイナス,資本家志向,成長志向,革新志向,危険負担志向につい
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経営者意識

表 2 経営者意識の相関分析

(N-149)

EI E2 E3 E4 E5 E6 E7 E8

生業志向(El)

地元志向(E2)

同族志向(E3)

資本家志向(E4)

成長志向(E5)

草新志向(E6)

危険負担志向(E7)

競争志向(E8)

1.000 0.433a-0.179b -0.503且-0.214a-0.340a-0.435a-0.131

1.000 0.159C-0.3168一0.114 -0.022-0.217a-0.022

1.000 0.477a 0.293a 0.286a 0.361a 0.173b

l.000 0.409a 0.390a 0.537a 0.299a

l.000 0.419a 0.281A 0.209b

l.000 0.613a 0,173b

l.000 0.198b

l.000

注 :有意水準 a-1% b-5% C-lo兜

て ヨリ強いプラスの因子負荷量を も

つ ということは,非企業家精神 と企

業家精神 という2つの次元の概念的

想定が必ず しも誤 りではないことを

示 しているといえよう6)｡

経営者意識の近代化経路

Blalock (1971)によれば,相関係

数か ら変数間の因果関係を推測する

ことがで きる7)｡相互 に隣接 してい

る2つの志向間の相関係数は,そ う

表 3 経営者意識の因子分析

(N-149)

｢ 因子 1 共通性(h2)

生業志向 -0.584 0.341

同族志向 0.339 0.115

資本家志向 0.814 0.663

成長志向 0.576 0.332

革新志向 0.670 0.449

危険負担志向 0.630 0.396_

固 有 値 2.368

6)田村(1981)においても同様の結果が得られているQ(EEl村正紀(1981),前掲書,272

-274ページ｡)

7)この方法は,一般にサイモソ-プレイラックの方法あるいはプレイラックの因果推

論の方法とよばれているものである｡(Cf.H.A.Simon(1957),"Spurious

correlation:A CausalInterpretation,"inditto.ModelsofMan,Wiley,

pp.37-49(宮沢光一監訳(1974),『人間行動のモデル』同文館) ;H.M.Blalock

ed.(1971),CawalMjdelsintheSocialScie7u･eS,Adline.) またこの方法の検

討については,安田三郎 ･海野道郎(1969),『社会統計学』丸善,225-247ページ;

H.B.Asher(1976),CausalModeling.Sage(広瀬弘忠訳(1980),『因果分析法』

朝倉書房,ll-28ページ),を参照せよ｡
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でない志向間の相関係数よりも大きく,プラスの符号をもつ｡またある2つ

の志向のあいだに存在する段階数が大きくなるにつれて,その2つの志向間

の相関係数は次第に小さくなったり,あるいはマイナスの符号をもつように

なる｡ところで一般に2つの変数間に統計的な因果関係が存在し,変数Ⅹが

変数Yの原因であるための必要条件は,時間的継起性,連合的変化,非疑似

的連合,および理論的裏づけの4つである8)｡第 1に,Ⅹの変化はYの変化

に時間的に先行しなければならない｡第2に,ⅩとYとの相関は統計的に有

意でなければならない｡第 3に,ⅩとYの関係は疑似相関であってはならな

い｡第4に,ⅩがYを引き起こすという現象が理論と整合的でなければなら

ない｡

このうち第2から第4の必要条件が満たされているかどうかは相関分析お

よび既存理論との整合性から確認することができるが,第1の変数間の時間

的継起性に関しては注意を要する｡変数間の時間的な先行性を推測するため

には,時間をふくむ何らかの変数と各志向との関係を検討する必要がある｡

ここではそうした変数として競争志向を導入することにした9)｡｢大型店との

共存は可能である｣という競争志向は,小売商の事業経営に対する ｢自信｣

をあらわすものである｡ヨリ積極的な経営者意識をもつほど競争志向は高く

なると考えることができるだろう｡そこで小売商の競争志向を図1と同様の

5点尺度で測定し,表2に示される競争志向と他の志向との相関係数のプラ

スとマイナスおよびその値の大きさにもとづいて,小売商がヨリ大きな自信

をもつようになる過程,つまり小売商の近代化経路を図示したのが図8であ

る｡

この近代化経路において注目すべき特徴は,つぎの2点である｡第1に,

8)S.D.Hunt(1976),MarketingThewy:C仇CePutualFoundationsofResearchm

Mwkeiing,Grid.(阿部周造訳(1979),『マ-ケテイソグ理論』千倉書房,90-96
ページ｡)

9)田村(1981)は,時間をふくむ変数として売上高という成果変数を用いているが,こ

こでは競争志向という経営者意識にかかわる変数を採用 した｡(田村正妃(1981),

前掲書,176-177ページ｡)
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図8 小売商近代化の経路

注 1:各志向内のカッコ内の数値は ｢競争志向｣との相関係数,矢印の数値は各志向間の
相関係数をあらわす｡

2:実線は統計的に有意な相関関係,破線は統計的に有意でない相関関係をあらわす｡

生業志向からはじまって資本家志向にいたる近代化経路には複数の経路が存

在する｡すなわち,生業志向一地元志向一草新志向一成長志向一資本家志向,

生業志向一地元志向一危険負担志向一成長志向-資本家志向,そ して生業志

向-地元志向-同族志向一資本家志向の3つの経路である10)0
第2のヨリ重要な点は,地元志向と草新志向,危険負担志向および同族志

向との関係である｡地元志向と革新志向,危険負担志向とのあいだには統計

的に有意な相関はみられない｡つまり地元志向と草新志向,地元志向と危険

負担志向とのあいだには明確な因果関係がなく,大きな断絶がある｡また統

計的有意性をおくとしても,地元志向と革新志向,地元志向と危険負担志向

との相関関係はマイナスである｡このことは,強い地元志向をもつほど革新

志向や危険負担志向は弱くなることを示 している｡地元志向を革新志向や危

険負担志向に高めていくのは容易ではない｡経営者意識の近代化が地元志向

の段階でとどまることが多いのは,ここに大きな原因があるといえる｡

しかし,地元志向から資本家志向に到達するにはもう1つの経路がある｡

10)田村(1981)でもまったく同様の3つの近代化経路が明らかにされているが,第 3の

経路における地元志向と同族志向との相関関係は有意にはなっていない｡ (田村正

妃(1981),前掲書,177-178ページ｡)
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前述の同族志向を-て資本家志向-といたる経路である｡この経路の場合,

地元志向と同族志向との相関はプラスであり,かつ統計的に有意である｡つ

まり地元志向が強まれば同族志向も強くなるという明確な関係がある｡小売

商がその意識を高めて資本家志向をもつにいたり大型店との共存ができると

いう自信をもつためには,この経路をへるのが現実的であろう｡

Ⅱ 小売商集 団の組織統合

個々の小売商はそれ自体として 1つの独立 した経営単位であり,所有権移

転,物流,情報伝達,あるいは事業の維持管理のための活動など小売経営に

かかわるさまざまな意思決定は個々の小売商に委ねられている｡この点にお

いて小売商は自律的な意思決定主体である｡ しかし,他方で多くの小売商は

空間的にたがいに近接 した立地を選択 しており,その結果として商店街や市

場などの商業集積が形成されることになる｡小売商がこうした商業集積を形

成するのは,多様な業種,業態が空間的に集積することによって種類の規模

の経済が発生するためである11)｡ここでは商業集積における小売商の組織間

関係を検討する｡

商業集積の組織特性

商業集積に立地する個々の小売商の活動は,小売商集団を 1つの単位とす

るヨリ上位 レベルの組織活動と密接にかかわっている12)｡小売商集団は自律

的な意思決定主体である小売商からなる組織であり,その意味で小売商集団

は組織間協同体 (interorganizationalcollectivity)の組織特性をもってい

ll)Cf.C.WinstenandM.Hall(1961),"TheMeasurementofEconomiesof

Scale,"Jm lofldustrial丘cmOmics,Vol.9,pp.255-264.

12)この点については,野口智雄(1987),前掲書,159丁-178ページ;石井淳蔵(1989),
前掲論文;石原武政･石井淳蔵(1992),『街づくりのマーケテイソグ』日本経済新
聞社,を参照せよ｡
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るといえる｡Van deVen etal.(1969)によれば,組織間協同体の組織特性

はつぎの2つである13)｡第 1に,そのメソバーは何らかの様式でたがいに依

存 しあう独立の組織からなる｡第2に,その共同体は個々のメンバーでは達

成できないが,メンバー間の行為を調整することによって達成することがで

きる目標の実現を志向する｡

したがって小売商集団が共通の目標を達成するために 1つの組織単位とし

てどれほど有効に機能するかは,その集団の活動が個々の小売商の活動をど

れほど統合 しているかに依存する｡小売商集団内の協力度が大きいほど,そ

の集団の統合度は高いといえるが,こうした組織統合を作 り出すためには集

団メソバーの相互協力が必要条件である｡集団メンバーがたがいに協力的で

あってはじめて組織は統合され,小売商集団は 1つの組織的競争単位として

機能することになるからである14)0

ここでは,以上のような問題意識から商業集積における小売商集団を 1つ

の組織間協同体ととらえ,組織 (小売商)と組織間協同体 (商店街あるいは

小売市場)との相互関係を考察する｡

組織間協同体の統合

田村(1981)は,小売商集団の統合を分析するさいに組織交換の強度に注目

して している15)oMarrett(1971)によれば,組織交換の強度とは,集団メン

バーが必要資源投入量およびメソバー間相互行為の2つの側面で組織交換に

どの程度関与 しているかを示す概念である｡表4は,小売商集団における組

織交換の強度を測定する概念次元とその内容を示 したものである｡必要資源

13)A.H.VandeVen,D.C.Emmett,andR.Koenig,Jr.(1969),αFrameworkfor

lnterorganizationalAnalysis, inA.R.Negandhied.,Inlerorganizaiion

Thewy,TheKentStateUniversityPress,p.33.

14)こうした分析視角については,田村正紀(1981),前掲書,258-260ペ-ジ,を参照
せよ｡

15)C.ち.Ma汀ett(1971),"OntheSpecificationoHnterorganizationDimensions,
SociologyandSocialResearch,Vol.61,DP.83-9g.
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表4 組織交換の強度と質問項目の関連

小 一 必要資源投入量 - 大

人的資源 非人的資源

小T棉 -時的調整 各店がバラバラで,会合は世間 商店街または小売市場として共

話をする程度である 同事業 (大売り出し等)をよく実施する

プログラム的調整 各商店主間で商店街や小売市場 商店街または小売市場として共互行為の- の改善についてよく話 し合う商店街または小吉市場の役員と 同施設 (駐車場やアーケー ド等)をもっている

顔皮J大 占 ｣ ソじ各商店主との意思疎通がよい若手経営者と年輩経営者との間で商店街や小売市場の改善についてよく話 し合う 商店街または小売市場の共同資金をもっている

出所 :田村正紀(1981),『大型店問題』千倉書房,177ページ,図7.1に加筆｡

投入量については,人的資源というソフト面にかかわる投入よりも共同事業,

共同施設,共同資金などハー ド面での非人的資源の投入のほうが必要資源投

入量は多くなるだろう｡また相互行為の頻度では,集団メソバー間の意思決

定の調整が一時的調整に終始するよりもプログラム的調整をはかるほうが相

互行為の頻度は高くなるといえるだろう｡

ところで,こうした組織交換の強度に関する必要資源投入量とメソバー間

相互行為という2つの次元は,概念的に分接されるようにたがいに独立した

次元をなすのであろうか｡この点を明らかにするために蓑 4に示された各質

問事項に対する小売商の回答を図1と同様の5点尺度で測定し,因子分析を

おこなった｡

表5は因子分析の結果を示したものである｡抽出された固有値が1以上の

因子は1つであった｡この国子によって7つの組織強度変数の総分散の35.2

%が要約されている｡この国子に対する各変数の因子負荷量からみると,こ

の因子は組織交換の強度を総合的に集約 していると考えられるが,概念上の

2つの次元をわけることには成功していない｡しかし,相互行為の頻度にか

かわる4つの変数の因子負荷量の絶対値が大きく,逆に必要資源投入量にか
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表 5 組織交換の強度の因子分析
(N-227)

各店がバラバラで,会合は世間話をする程度である -0.639 0,409

各商店主間で商店街や小売市場の改善についてよく話 し合う 0.724 0.524

商店街または小売市場の役員と各商店主 との意思疎通がよい 0.795 0.632

商店街または小売市場として共同事業 (大売り出し等)をよく実施する 0.499 0.249

商店街または小売市場として共同施設 (駐車場やアーケード等)をもっている 0.215 0.046

商店街または小売市場の共同資金をもっている 0.354 0.125

固 有 値 2,463

かわる3つの変数の因子負荷量が小さいということは,概念的に想定された

2つの下位次元が必ずしも誤 りでないことを示唆している16)｡このノ酎まヨリ

詳細に検討されるべき課題であるが,以下ではそれぞれの質問項 目に対する

小売商の反応をみていくことにしよう｡

図9は,表4にあげられた小売商集団の統合度を示したものである｡スコ

ア平均が高いのは共同施設および共同事業であり,共同資金および店主間の

意思疎通はやや肯定的である｡また非統合度についてはやや否定的で,全体

的にはまとまりがあると考えている｡逆に低いのは,運営満足,若手と年輩

者の意思疎通,および役員と店主の意思疎通である｡総 じて必要資源投入量

という-- ド面での統合は枚能 しているといえるが,ソフト面での相互行為

は十分に機能しておらず,そのため現状の運営に対する満足度は低くなって

いる｡

こうした小売商集団の統合に関する7つの強度変数は,集団メソバーの組

織運営に対する評価にどのような影響を与えているのであろうか｡この点を

16)田村正紀(1981)においても,組織交換の強度に関する2つの概念次元は抽出されな

かった.(田村正紀(1981),前掲書,267-269ページ｡)
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図9 小売商集団の組織統合度
(N-227)
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みるために,現状の運営に対する満足度を図1と同様の5点尺度で測定 し,

これを従属変数とし7つの強度変数を独立変数とする段階的回帰分析をおこ

なった17)0

表 6は,その結果を示したものである｡自由度調整済決定係数は0.083と

低く説明力はあまり高くないが,商業集積の改善に関する若手経営者と年輩

経営者との意思疎通および共同施設の所有が組織運営の満足度に統計的に有

意な影響をおよぼしていることがわかる｡小売商集団内の世代間の意思疎通

が有効におこなわれているほど,また共同施設を所有しているほど,級.織運

営に対する評価は肯定的になり,逆に世代間の意思疎通が有効に政能しなかっ

たり,共同施設を所有していない場合には,組織運営の評価はさがり現状に

不満をもつようになる｡

小売業をとりまく環境変化は,近年ますますその激 しさを増している｡小

売商集団は1つの組織単位としてこうした環境変化に適応 していかなければ

17)段階的回帰分析をおこなうのは,独立変数間の多重共線性の可能性を除くためであ

る｡また回帰式に変数を組み込む基準としては,F値-2.0を用いたQ
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表 6 小売商集団の組織運営評価の規定困 (段階的回帰分析の結果)
(N-227)

各店 が バ ラバ ラで, 会 合は世間話をする程度である

各商店主間で商店街や小売市場の改善についてよく話 し合う

商店街または小売市場の役員と各商店主との意思疎通がよい

若手経営者と年輩経営者との間で商店街や小売市場の改善についてよく話し合う

商店街または小売市場として共同事業 (大売り出し等)をよく実施する

商店街または′ト売市場として共同施設 (駐車場やアーケード等)をもっている

商店街または小売市場の共同資金をもっている

商店街または小売市場の運営の現状に満足 している

0.222(3.260)a

0.127(1.866)b

自由度調整済決定係数

注 1:数値はベータ係数,カノコ内の数値はt検定量を示す｡
2:有意水準 a-1%,b-5%

ならない｡ しかし回帰分析の結果は, 1つには環境変化の認識とそれに対す

る集団的適応のあり方をめぐって小売商集団内部の世代間で大きな相違が存

在する可能性を示唆 しているように思われる｡先にみたように,年齢が上昇

するとともに積極的な経営意識をもつ小売商が少なくなることを考えれば,

環境変化に対する組.織適応のあり方を世代間で調整するプログラムをもたな

い小売商集団は,組織統合が大きく阻害され,メソバー間の集団的意思決定

が妨げられることになるといえるだろう｡さらに共同施設の所有はメソバー

間の組織統合を規定する紐帯として機能 している｡共同施設の所有は大きな

必要資源投入量をともなうものであり,それがメソバー間の集団的意思決定

をうながすプログラム的調整の基礎になっていると考えられる｡組腰的な環

境適応は,共同施設の所有にもとづく集団的意思決定のプログラム的調整に

よってはじめて有効となるといえる｡

Ⅳ むすぴ

この論文では,小売商における企業家精神とその近代化および小売商集団

の組織統合の観点から,小売業におけるミクロ行動と組織間関係を検討 して

きた｡最後に地域小売商業の課題についていくつか整理 してみたい｡
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第 1に指摘される課題は,小売商の意識改革である｡すでにみたように,

企業家精神度が高いほど経営に積極的な意識が生まれてくる｡環境変化を機

敏に読みとり,それに積極的 ･革新的な行動をとって事業の成長をはかろう

という企業家精神の高い経営者は,大型店との共存 ･共栄は可能であるとい

う高い競争意識をもつにいたる｡小売商がその意識を改革し,企業家精神を

もって積極的に経営に取り組むことによって,ヨリ魅力のある商業が誕生す

るはずである｡

第2に,これに関連して後継者問題の解決があげられよう｡企業家精神の

高さは,経営者の年齢と密接に関連 していることをみてきた｡経営者が高齢

化すれば企業家精神も徐々に低くなり,経営の革新に向けての取 り組みも消

極的になる傾向がある｡50代,60代の経営者にとっては,後継者をいかに育

成するかが大きな課題である｡そのためには,小売経営それ自体を魅力のあ

るものにすることができるかどうかが最大の問題となるだろう｡

第 3に,商店街あるいは小売市場における小売商集団の活性化 ･近代化が

あげられる｡調査対象となった商店街あるいは小売市場に属する小売商は,

商業集積の運営にかかわる現状に対 して強い不満をもっている｡とくにこの

不満は,店主間,役員と店主,若手と年輩者などメソバー間の意思疎通とい

うソフト面において大きい｡企業家精神の高い経営者がリーダーシップをとっ

て意見の異なる小売商をまとめ,商店街 ･小売市場組織の活性化 ･近代化を

はかっていくことが地域小売商業の発展に不可欠な課題である｡
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